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第 5 回 代議員会次第 

 

１ 開   会 

 

２ 理事長 あいさつ 

 

３ 議   題 

 

（議決事項） 

 議案第１号 2019年 3月期事業報告について 

 

議案第２号 2019年 3月期年金経理、業務経理の決算及び定例監査報告につい 

 て 

 

   議案第３号 福祉事業に係る規約変更について 

 

   議案第４号 公認会計士等との契約締結並びに財務及び会計規程の変更につ 

         いて 

 

（報告事項） 

報告第１号 理事長専決処分について 

 

報告第２号 業務概況の周知について 

 

   報告第３号 年金資産運用状況について 

 

   報告第４号 キャッシュバランスプランの利率決定について 

 

   報告第５号 業務経理の余裕金の運用について 

 

 

４ 閉   会 
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（議決事項） 

議案第１号 2019年 3 月期事業報告について                

 

 実施事業所・加入者数に大きな変動はありません。給付状況の老齢給付金（年金）

は、2019年 3月末現在の受給者の年金額を記載していますが、期中累計では厚年最後

の年金給付や基金独自給付等で 338,296,126円の給付実績でした。一時金は累計額を

記載しています。掛金拠出状況ですが、不納欠損額はありません。未納額に記載があ

りますが、3 月末が日曜日だったので口座引落が 4 月 1 日となる技術的な問題であり

滞納ではありません。 

１．

※　（　）内は前年度末現在の加入者数

２．

３．

　　　 脱退一時金

障害給付
年　金

一時金

様式Ｃ６－イ

令和1年7月30日

企業年金基金事業報告書

（決算日　平成31年3月31日）

老齢給付
年　金

一時金

76

適用状況

給付状況

　実施事業所数及び加入者数 （単位：人）

加入者数
10,756

実施事業所数

　件数及び金額（2017年11月～2019年3月）

－

納付決定額 ① 納付済額 未納額 ② ②/①

644,192,952

遺族給付
年　金

一時金

－ －

掛金拠出状況（2017年11月～2019年3月）

※年金は3月末の受給者数及び3月末の年金額合計。一時金は累計件数及び金額。

不納欠損額

（単位：円、％）

0

リスク分担型企業年金掛金

特例掛金

事務費掛金

（再掲）加入者負担分

136,164,882

標準掛金

特別掛金

リスク対応掛金

リ
ス
ク
分
担
型

企
業
年
金
以
外

2,783,872 4%

0 0 0

0 0

6%

※3月末日が休日のため4月1日に引落

基金番号　九基第０１６３４１号

鹿児島県病院企業年金基金

10 5,024,800

673 101,188,600

－ －

－ －

(       ) 

件数 金額（円）

2,342 57,526,747

4,892 226,539,800

8,351,616

605,218,744

144,516,498

38,974,208 6%

76,881,546 0

0

74,097,674

0 0 0 －

0 －

0 0 0 －

0

0

0

0
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 他制度から受け入れた脱退一時金相当額等はありません。 

 一方で、他制度への資産移換については、企業年金連合会の通算企業年金に脱退一

時金相当額を移換する申出が 164件、iDeCo（イデコ）と呼ばれる（個人型）確定拠出

年金への移換申出が 6件の実績でした。前頁の一時金給付者数 5,565件に対しては約

3%の割合となっています。 

 

 

４．

(1) 他制度からの資産の受換

(2) 他制度への資産の移換

積立金
　企業型確定拠出年金 0

　中小企業退職金共済 0

　企業年金連合会 164

　企業型確定拠出年金 0

　個人型確定拠出年金 6

脱退一時金相当額

権利義務承継
（老齢給付）

　厚生年金基金 0

　確定給付企業年金 0

解約手当金相当額 　中小企業退職金共済 0

移換先 件数

　厚生年金基金 0

　確定給付企業年金 0

年金給付等積立金・積立金 　企業年金連合会 0

0

件数

0

0

0

移換元

0

年金通算状況

脱退一時金相当額

権利義務承継
（老齢給付）

　厚生年金基金

　確定給付企業年金

　厚生年金基金

　確定給付企業年金

　個人型確定拠出年金

残余財産 　厚生年金基金 0

個人別管理資産
　企業型確定拠出年金 0
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５．

（備考）

その他資産の内訳

内訳

運用コンサルタント会社名 －

資産合計

農業協同組合連合会 0

総幹事会社名 三菱UFJ信託銀行

資産合計

共同運用事業 0

資産合計

自家運用 0

資産合計

金融商品取引業者 0

54

資産合計 資産合計

内
訳

信託銀行

 三菱UFJ信託銀行

 三井住友信託銀行

 みずほ信託銀行

 りそな銀行

4,295 第一生命保険 900

生命保険5,172 900

522

300

743 2,011

95 2,011 6,071

19.3% 15.4% 14.7% 10.8% 1.6% 33.1% 100.0%

　商品ファンド、その他のコモディティ

　ハイイールド債、ＣＬＯ、ＣＤＯ、インフラストラクチャー、保険リンク証券、マネージドフューチャーズ、その他のオルタ

　ナティブ、その他の投資商品

ヘッジファンド 不動産
プラーベート・

エクイティ
コモディティ

（商品）
その他 合計

不動産

プライベート・エクイティ

コモディティ（商品）

　ベンチャー・キャピタル、バイアウト、ディストレス、その他のプライベート・エクイティ

その他

区分表

種類 内容
　ファンド・オブ・ヘッジファンズ、株式マーケットニュートラル、株式ロング・ショート、債券アービトラージ、ＣＢアービトラ

ヘッジファンド

1,268 0 0時価総額 0

その他資産 資産合計

（単位：百万円、％）

構成割合

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 一般勘定 短期資産

312

5.1%

1,175 933 890 657

策定日：　平成31年1月18日（改定）

資産運用委員会の設置 有 無

(2) 全体資産

① 資産別残高及び資産構成割合

3.64% 7.93%

※　小数点第３位を四捨五入。

一般勘定 短期資産 その他資産 合計

構成割合 10.0% 15.0% 10.0% 15.0% 10.0%

国内債券 国内株式

資産運用状況

(1) 政策的資産構成割合等

外国債券 外国株式

② 運用機関別資産残高等

※　構成割合は、小数点第２位を四捨五入。

　－ジ、グローバルマクロ、イベントドリブン、マルチストラテジー、その他のヘッジファンド

　国内不動産私募ファンド、海外不動産私募ファンド、国内ＲＥＩＴ、米国ＲＥＩＴ、グローバルＲＥＩＴ（米国以外の単一

　国ＲＥＩＴを含む。）、その他の不動産

時価総額

　未策定の場合は右欄に〇印を付すこと。

予定利率

2.00%

調整率

－

2.0% 38.0% 100.0%

（単位：％）

※　小数点第２位を四捨五入とし、設定しない場合は「-」を記入すること。

期待収益率 リスク
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 2019年 3月末現在の年金資産は約 60億円となっています。 

 政策アセットミックスは、伝統資産（内外の債券・株式）が 50%、生命保険会社の

一般勘定が 10%、いわゆるオルタナティブ（伝統資産に属さない又は運用手法が異な

るファンド）が 40%という内訳となっています。事業報告書上は厚労省の区分表に従

う必要があるため、政策アセットミックスとの乖離が生じています。 

 運用機関別資産残高は、信託銀行が 4社で 85%、生命保険会社が 1社で 15%となって

います。魅力があると思われるファンドを選んだ結果なので、今後の各運用機関の資

産残高が固定される訳ではありません。 

自家運用及び共同運用事業は実施しておりません。 

 当該事業報告は決算報告及び監査報告と共に九州厚生局長宛て届出を行います。 

（単位：百万円、％）

※　自家運用及び共同運用事業に係る資産は含めない。

2,256 37.2%

1,434 23.6%

522 8.6%

309

309

657 10.8%

657 10.8%

125 2.1%

9.2%

557 9.2%

303 5.0%

54 0.9%

125 2.1%

　三菱UFJ信託銀行

　りそな銀行
内訳

　外国債券パッシブ　計

　第一生命保険内訳

構成割合

1,693

　国内債券パッシブ　計

国内債券その他計

内訳 　第一生命保険

1,693

0 0.0%

61

　バランス型運用　計

内訳 　三菱UFJ信託銀行

時価総額

27.9%

区分

　資産合計

300 4.9%

　一般勘定　計

内訳 　第一生命保険

　その他

　三菱UFJ信託銀行

　三井住友信託銀行

　みずほ信託銀行

内訳

6,071 100.0%

5.1%

5.1%

0.9%57

　外国債券その他　計

　三菱UFJ信託銀行

内訳 　三菱UFJ信託銀行

内訳

　外国株式パッシブ　計

内訳 　第一生命保険

　外国株式その他　計

57 0.9%

557

27.9%

　国内株式パッシブ　計

　国内株式その他　計

1.0%

61 1.0%

0 0.0%

357 5.9%
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議案第２号 2019年 3 月期年金経理、業務経理の決算及び定例監査報告 

について 

 

 年金経理  

 

 

 

 厚生年金基金から移行した 2017 年 11 月 1 日現在の承継時貸借対照表の負債勘定で

は、責任準備金はゼロで、基本金＝別途積立金＝6,069,724 千円でスタートしていま

す。今回の決算で、責任準備金＝3,193,914 千円となり、別途積立金との合計額＝

9,263,638千円と決算時点の純資産額＝6,182,501千円の差額＝3,081,137千円が不足

金として計上されました。 
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 基本金処理（当年度不足金を別途積立金の取り崩しで処理）後の貸借対照表および

取崩後の別途積立金（剰余金）の内訳は以下のとおりです。 

 

 

    時価に基づく利差＝時価ベース収益（運用収益から運用損失及び運用コストを控除した額） 

            －（前年度固定資産額（時価）－ 前年度未払運用コスト ＋ 期中収支元本平残）× 予定利率 

 純資産 6,182,501  責任準備金 3,193,914

0

繰越不足金 0 別途積立金 2,988,587

当年度不足金 0 当年度剰余金 0

6,182,501 6,182,501

（平成31年3月31日現在）（基本金処理後）

【金額単位：千円】

資　産　勘　定 負債勘定

 基本金（剰余金） 基本金（不足金）
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（単位：円）

別途積立金

繰越不足金

6,069,724,057 － 3,081,137,253 2,988,586,804

－ － － －

当年度発生額の処分または処理当年度末
決算計上額 積増額（処理額） 取崩額（処分額）

当年度の積立額または
翌年度への繰越額

剰余金の処分または不足金の処理の方法を示した書類 （２０１９年３月期）

当年度剰余金 －

当年度不足金 3,081,137,253

（単位：円）
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＝
純資産額

最低積立基準額

数理上資産額　≦　積立上限額

（6,182,501）　　　　（8,691,273）

　(1) 継続基準の財政検証　：　　 企業年金の財政運営を継続するうえで年金資産が計画通り積み立てられている

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かを検証します。

　(2) 非継続基準の財政検証　：　制度を終了すると仮定した場合に、加入者及び受給権者等に対して保全すべき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　給付を支給するために必要な年金資産が確保されているかを検証します。

　(3) 積立超過の財政検証　：　　 企業にとって損金算入される掛金を必要以上に払い込み続けるのは税務上問題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　があるため、年金資産額が積立上限額を超えていないか検証します。

区分 当基金の水準 基準値 判定

（単位：千円）

継続基準 1.00以上 〇

非継続基準 1.00以上 〇

積立超過 〇

純資産額

責任準備金
1.93

7.31

＝
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 業務経理  

 

 

大　分　類 中　分　類

(697,802,315)

　現金・預貯金 681,005,051

　未収事務費掛金 16,797,264

　未収金 0

　有価証券 0

(312,900)

　土地 0

　建物及び工作物 0

　車両 0

　器具及び備品 312,900

　電話加入権 0

　権利金敷金 0

(1,904,703)

　前払金 1,904,703

(0)

　繰越不足金 0

　当年度不足金 0

700,019,918

大　分　類 中　分　類

(1,044,703)

　預り金 177,534

　引当金 312,898

　未払金 554,271

　未払業務委託費等 0

(0)

　長期借入金 0

(698,975,215)

　基本金 312,900

　繰越剰余金 635,714,419

　当年度剰余金 62,947,896

700,019,918

　基本金

総合計

独自給付システムソフト導入費用を計上
（5年間で均等償却します。）

3月31日が休日のため未収となりました。

科　目
当　年　度 前　年　度 増　減

　流動負債

　固定負債

　流動資産

　固定資産

　繰延勘定

　基本金

総合計

負　債　勘　定

貸　借　対　照　表

【金額単位：円】

（業務経理業務会計） （平成31年3月31日現在）

資　産　勘　定

科　目
当　年　度 前　年　度 増　減
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大　分　類 中　分　類

(68,978,281)

　役職員給与 20,102,800

　役職員諸手当 12,919,627

　旅費 2,372,158

　退職手当引当費 0

　需用費 33,382,980

　会議費 200,716

(1,220,260)

　代議員報酬補償費 0

　代議員旅費 1,116,000

　代議員会需用費 16,132

　代議員会会議費 88,128

(0)

　業務委託費等 0

(0)

　機械処理経費 0

(9,475,045)

　年金経理への繰入金 0

　福祉事業会計への繰入金 9,475,045

　基本金への繰入金 0

(1,731,594)

　雑支出 1,731,594

(0)

　不納欠損 0

(62,947,896)

　当年度剰余金 62,947,896

144,353,076

大　分　類 中　分　類

(144,276,630)

　事務費掛金収入 144,276,630

(0)

　年金経理からの受入金 0

　福祉事業会計からの受入金 0

(0)

　寄付金 0

(76,446)

　受取利息及び配当収入 75,946

　雑収入 500

(0)

　当年度不足金 0

144,353,076

　繰入金

　雑支出

　不納欠損

　剰余金

損　益　計　算　書

（業務経理業務会計）

費　用　勘　定

科　目
当　年　度 前　年　度 増　減

自　平成29年11月 1日

至　平成31年 3月31日

【金額単位：円】

　事務費

　代議員会費

　業務委託費等

総合計

総合計

収　益　勘　定

科　目
当　年　度 前　年　度 増　減

　掛金収入

　受入金

　寄付金

　雑収入

　不足金

　機械処理経費
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 事務費の「役職員給与」「役職員諸手当」の内訳は以下のとおりです。 

 職員諸手当の大半は基金上乗せ部分給付選択の事務処理に係る「超過勤務手当」で

すが、現在は極端な超過勤務は発生しておりません。 

 

 事務費の「需用費」の内訳は以下のとおりです。 

 厚年基金 30周年記念行事関連や、基金上乗せ部分の給付選択に係る諸費用及びコー

ルセンター利用料、基金名変更に伴う費用等は今年度限りの支出となります。 

 

29/11～31/03 ① 1月（①÷17）

 役員報酬 （1名） 6,222,000 366,000 366,000

 役員諸手当 3,490,440 205,320 205,320

 賞与 （3回） 1,734,439 102,026 102,026

 小計 11,446,879 673,346 673,346

 職員報酬 （4名） 13,880,800 816,518 204,129

 職員諸手当 2,123,667 124,922 31,230

 賞与 （3回） 5,571,081 327,711 81,928

小計 21,575,548 1,269,150 317,287

合計 33,022,427 1,942,496 388,499

1月（一人当たり）

需用費 29/11～31/03 ① 1月（①÷17）

 備品費 80,784 4,752 PC購入

 消耗品費 917,980 53,999 新聞他

 印刷製本費 1,782,636 104,861 コピー代他

 通信運搬費 3,618,316 212,842 郵便、電話他

 光熱水料 182,063 10,710 電気他

7,029,847 413,520 事務所借料他

(5,865,833) (345,049) （事務所借料 83%）

 厚生費 198,020 11,648 健康診断他

 社会保険料負担金 5,129,146 301,714 厚年・健保・児童他

14,444,188 849,658

(2,037,950) (119,879) （30周年関連）

(3,363,000) (197,824) （上乗せ選択関連）

(2,950,051) (173,532) （ｺｰﾙｾﾝﾀｰ利用）

(367,416) (21,613) （ｻｲﾝ、HPﾘﾆｭｰｱﾙ）

合計 33,382,980 1,963,705

 借料損料

 雑役務費

内容
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大　分　類 中　分　類

(4,119,391)

　役職員給与 0

　役職員諸手当 0

　旅費 0

　退職手当引当費 0

　需用費 4,119,391

　会議費 0

　材料費 0

(0)

　業務会計への繰入金 0

　基本金への繰入金 0

(5,261,370)

　福祉施設費 0

　補助金 0

　福祉給付金 5,100,000

　諸謝金 161,370

(94,284)

　雑支出 94,284

(0)

　不納欠損 0

(0)

　当年度剰余金 0

9,475,045

大　分　類 中　分　類

(0)

　事務費掛金収入 0

(0)

　施設収入 0

(9,475,045)

　年金経理からの受入金 0

　業務会計からの受入金 9,475,045

(0)

　寄付金 0

(0)

　基本金戻入金 0

(0)

　受取利息及び配当収入 0

　雑収入 0

(0)

　当年度不足金 0

9,475,045

　剰余金

　掛金収入

　施設収入

　受入金

　寄付金

　事務費

　繰入金

　福祉事業費

　雑支出

　不納欠損

総合計

総合計

収　益　勘　定

科　目
当　年　度 前　年　度 増　減

　戻入金

　雑収入

　不足金

損　益　計　算　書

（業務経理福祉事業会計）

費　用　勘　定

科　目
当　年　度 前　年　度 増　減

自　平成29年11月 1日

至　平成31年 3月31日

【金額単位：円】
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 需用費及び福祉給付金の内訳は以下のとおりです。 

 

 

需用費 29/11～31/03 ① 1月（①÷17）

 印刷製本費 4,057,380 238,669

 通信運搬費 62,011 3,648 郵便、送料

小計 4,119,391 242,317

福祉事業費 29/11～31/03 ① 1月（①÷17）

235,000 13,824 （成人祝記念品）

2,940,000 172,941 （結婚祝金）

1,825,000 107,353 （就学祝金）

100,000 5,882 （死亡弔慰金）

小計 5,100,000 300,000

 福祉給付金

内容

基金だより×3、年金時代×2

内容
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議案第３号 福祉事業に係る規約変更について             

 

 福祉事業を実施している場合は、規約でその旨を定める必要がありますが、それに

加えて、厚生労働省より「どのような福祉事業を実施しているか明らかにする必要が

ある」との見解が示されたことに対応するものです。 

 当該規約変更は九州厚生局長宛て届出を行います。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（福祉事業） （福祉事業）

第101条　基金は、加入者等の福祉を増進する 第101条　基金は、加入者等の福祉を増進する

　ため、次の福利及び厚生に関する事業を行う。 　ため、福利及び厚生に関する事業を行うことが

　（１）　加入者又はその遺族に対する慶弔金の 　できる。

　　　支給。

　　　ア．成人祝

　　　イ．結婚祝金

　　　ウ．就学祝金

　　　エ．死亡弔慰金

　（２）　加入者に対する災害見舞金の支給

　（３）　加入者等への広宣活動

２　前項の事業の実施に関し必要な事項は、代

　議員会の議決を経て別に定める。

　

　　附　則

　この規約は、令和１年８月１日から施行する。

新旧対照条文

新 旧
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議案第４号 公認会計士等との契約締結並びに財務及び会計規程の変更 

      について 

 

 2018年 6月 22日付で通知「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等につ

いて」の「（別紙 2）確定給付企業年金の事業運営基準」が改正され、資産総額が 20

億円を超える総合型基金は、会計監査または合意された手続き業務（以下「AUP」と

言います。）を受けることが必要となりました。 

※ AUP：Agreed Upon Procedures 

 

「AUP」のチェック項目は、毎年チェックする項目が１５、隔年ごとにチェックする

重点項目が２つに分かれていて、重点１が１１項目、重点２が１０項目となっていま

す。初年度は毎年チェックする１５項目のみ、２年目は１５項目＋重点１の１１項目

で２６項目、３年目は１５項目＋重点２の１０項目で２５項目となり、以下重点項目

が隔年ごとに繰り返されます。 

 

 当基金は今回の初回決算（2019年 3月末）で資産総額が 20億円を超えることが確

定します。「AUP」の実施は 2020年度決算（2020年 4月 1日から始まる会計年度）か

らとなります。 

 

 「AUP」の実施にあたっては、公認会計士等との契約締結が必要となります。次回代

議員会は 2020年 1月の予算代議員会となるため、現段階から契約締結手続き準備等を

理事長専決処分で進めさせていただくことについてご承認をお願いいたします。 
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 また、「AUP」実施に伴う費用については、業務経理業務会計にて支出いたします。

このため、現行の「財務及び会計規程」を以下のとおり変更します。 

 

 

 

（業務経理業務会計） （業務経理業務会計）

大分類 中分類 大分類 中分類

科目 科目 科目 科目

　流動負債 　（略） 　（略） 　流動負債 　（略） 　（略）

 未払業務委  未払業務委

 託費等 　（略）  託費等 　（略）

 未払年金数  未払年金数

 理人費  理人費

 未払AUP費

　（略） 　（略） 　（略） 　（略） 　（略） 　（略）

（業務経理業務会計） （業務経理業務会計）

大分類 中分類 大分類 中分類

科目 科目 科目 科目

　（略） 　（略） 　（略） 　（略） 　（略） 　（略）

 業務委託費  業務委託費

 等  業務委託費  等  業務委託費

 等 　（略）  等 　（略）

 年金数理人  年金数理人

 費  費

 AUP費

　（略） 　（略） 　（略） 　（略） 　（略） 　（略）

　　附　則

　この規程は、令和１年７月２３日から施行する。

新旧対照条文

小分類 小分類

損益計算書＜費用勘定＞ 損益計算書＜費用勘定＞

小分類 小分類

貸借対照表＜負債勘定＞

旧新

貸借対照表＜負債勘定＞
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（報告事項） 

報告第１号 理事長専決事項について                 

 

 前回代議員会以降の理事長専決事項については以下のとおりとなります。ご承認を

お願いする次第です。 

 

(1) みずほ信託銀行との契約締結 

 1月 8日開催の年金資産管理運用委員会でご審議いただき、1月 18日開催の第 4回

代議員会でご承認いただいた運用商品新規採用に伴い、新たにみずほ信託銀行と年金

信託契約を締結いたしました。 

 ① 平成 31年 2月 18日付 年金信託契約書（みずほ信託銀行株式会社） 

   金額 300,000,000円、信託報酬率 0.7%（年率） 

 ② 平成 31年 2月 18日付 年金信託契約の信託事務の委託に関する三者間協定書 

   （みずほ信託銀行株式会社、資産管理サービス信託銀行株式会社） 

 

(2) 業務経理業務会計の費目流用 

 3月に需用費のうち、通信運搬費から雑役務費に 200,000円の費目流用を行いまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大分類 中分類

科目 科目

雑役務費 ＋２００千円 

通信運搬費 ▲２００千円 

小分類 流用額

物件費 需用費
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報告第２号 業務概況の周知について                 

 

 

 

退職 老齢給付金 確定年金（又は一時金） 即時

６５歳超 退職 老齢給付金 確定年金（又は一時金） 繰下後退職時

遺族給付金 即時

退職 老齢給付金
一時金 即時

確定年金（又は一時金） 即時（繰下後６５歳）１０年以上

６０歳未満 退職
脱退一時金 一時金 即時

老齢給付金 確定年金（又は一時金） ６０歳（繰下後６５歳）

６０歳以上
６５歳未満

－ 死亡 遺族給付金 一時金 即時

６５歳

（給付の設計）

支給要件
給付種類 給付の内容 支給時期

加入者期間 年齢 事由

1. 制度の概要について

３年以上
１０年未満

－
退職 脱退一時金

一時金
即時

死亡

加入者期間

３年未満 はい 受給資格なし

いいえ

加入者期間

３年以上１０年未満
はい

脱退一時金
（退職時に受け取る）

いいえ

加入者期間

１０年以上

脱退一時金
（退職時に受け取る）

老齢給付金 （年金）
（６０歳から受け取る。繰下げ可能）

６０歳未満で退職

６０歳以上で退職

老齢給付金（一時金）
（退職時に受け取る）

老齢給付金 （年金）
退職時（希望すれば６５歳）から受け取る。

加入者または受給権者が

死亡したとき
遺族給付金 （一時金）
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5年

10年

15年

20年

30年

38年

件数

年金 2,342

一時金 4,892

673

一時金 10

②/①

6.1%

3.6%

5.8%

5.8%

（貸借対照表　（基本金処理後））

純資産額 6,182,501
責任準備金

別途積立金

3,193,914

2,988,587

合計 6,182,501 合計 6,182,501

※ 3月末日が休日のため4月1日に引落。

3. 年金給付等積立金の積立概況

資産勘定 負債勘定

（単位：千円）

38,974,208

76,881,546 74,097,674 0 2,783,872

865,590,996 815,481,300 0 50,109,696

144,516,498 136,164,882 0 8,351,616

標準掛金

特別掛金

合計

1.4%

0.1%

1.8%

644,192,952 605,218,744 0

事務費掛金 0.3%

5,024,800

　　 脱退一時金

（掛金の徴収状況　（納付時期 ： 毎月月末））

種類 規約上掛金率 納付決定額① 納付済額 不納欠損額 未納額② ※

（単位：円、％）

老齢給付　（人） 2,342

（給付の状況）

老齢給付

遺族給付

2. 2019年3月期（2017年11月～2019年3月）決算状況について （2019年3月31日現在）

（加入者数）

加入者　（人）

(年金受給者数）

57,526,747

金額　（円）

226,539,800

101,188,600

10,756

（モデル給付額） 22歳新規加入 (加入期間、給付期間とも、想定利回り２．０％の場合）

給付の種類
加入者
期間

年金給付額（60歳支給開始） 一時金
（退職時）5年確定（年額） 10年確定（年額） 15年確定（年額）

（単位：円）

756,200

226,900 119,100 83,300

脱退一時金

65,400 1,069,100

242,500

20年確定（年額）

老齢給付金

102,200 53,600 37,500 29,500 481,400

160,500 84,200 58,900

386,300 202,700 141,700 111,400 1,820,500

542,200 284,500 198,900 156,300 2,555,500

46,300
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（運用収益又は運用損失）

（資産別残高及び資産構成割合）

312 1,175 933 890 95 2,011 657

5.1% 19.3% 15.4% 14.7% 1.6% 33.1% 10.8%

（政策アセットミックス）

10.0% 15.0% 10.0% 15.0% 2.0% 38.0% 10.0%

＝
純資産額

最低積立基準額 (844,731)

数理上資産額　≦　積立上限額

（6,182,501）　　　　（8,691,273）

4．財政の検証状況について

　(1) 継続基準の財政検証　：　　 企業年金の財政運営を継続するうえで年金資産が計画通り積み立てられている

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かを検証します。

　(2) 非継続基準の財政検証　：　制度を終了すると仮定した場合に、加入者及び受給権者等に対して保全すべき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　給付を支給するために必要な年金資産が確保されているかを検証します。

　(3) 積立超過の財政検証　：　　 企業にとって損金算入される掛金を必要以上に払い込み続けるのは税務上問題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　があるため、年金資産額が積立上限額を超えていないか検証します。

区分 当基金の水準 基準値 判定

それぞれにおいて基準を上回っているため、掛金見直しの必要はありません。

（単位：千円）

5. 年金給付等積立金の運用の概況

　2019年3月期（2017年11月～2019年3月）の運用利回りは▲0.11％となり、運用収益は▲７百万円となりました。

2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

（単位：百万円、％）

継続基準 1.00以上 〇

非継続基準 1.00以上 〇

積立超過 〇

純資産額

責任準備金
1.93

7.31

＝

運用収益・損失額 -7

利回り -0.11%

（単位：百万円、％）

6,071

100.0%

時価総額

構成割合

（備考）受託機関 ： 三菱UFJ信託銀行、三井住友信託銀行、みずほ信託銀行、りそな銀行　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　 第一生命保険

（単位：％）

国内
債券

国内
株式

外国
債券

外国
株式

短期
資産

オルタナ
ティブ

一般
勘定

資産合計

短期
資産

オルタナ
ティブ

一般
勘定

合計

100.0%構成割合

国内
債券

国内
株式

外国
債券

外国
株式
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 上記内容を基金ホームページに掲載するとともに、病院基金だより（９月発行予定）

に掲載し、加入員への周知を図ります。 

 

 なお、年金資産管理運用委員会の議事概要は以下のとおりです。 

 

第 1回 平成 30年 5月 28日開催 

    平成 29年度運用実績報告及び平成 30年度ポートフォリオについて 

 

第 2回 平成 30年 8月 20日開催 

    平成 30年度（～7月）運用実績報告及び代替投資ファンドの採用他について 

 

第 3回 平成 31年 1月 8日開催 

    平成 31年度年金資産運用計画について 

    （政策アセットミックスの一部見直しを行いました） 

 

第 4回 令和 1年 5月 17日開催 

    平成 30年度運用結果について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運用目標を達成するため、運用資産の期待収益率、リスク、相関係数等を考慮し、長期的観点から政
策的資産構成割合（政策アセットミックス）を定めています。

資産構成

リスク管理状況、運用受託機関の選定および評価、運用業務に係る遵守事項等をチェックする目的で、
年4回開催しています。議事内容については開催の都度ホームページに委員会資料を掲載しています。

年金資産管理
運用委員会

目的

6．運用の基本方針について

　鹿児島県病院企業年金基金では次の方針に基づいて積立金を運用しています。

運用の基本方針（概要）

当基金の年金給付および一時金の支払いを将来にわたり確実に行ううえで必要とされる積立金を確保
するために、運用収益を長期的に確保することを目的としています。

将来にわたって健全な年金制度運営を維持するために必要な年金財政上の予定利率を目標とし、これ
を長期的に上回ることとしています。

目標
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報告第３号 年金資産運用状況について                

 

 今回の決算は、2017 年 11 月～2019 年 3 月までの変則決算となっています。年金資

産の運用環境は 1 年の中でも大きく変動しており、厚生年金基金から企業年金基金に

移行した 2017 年度も例外ではありませんでした。厚生年金基金時代の 4 月～10 月の

間に、内外株式は+18%、+13%と大きく上昇、ユーロに対し円安が+11%も進むことで外

国債券も+8%の上昇となりました。結果として予定利率以上の資産を企業年金基金に

持ち込むことができましたが、企業年金基金となった 11月～3月は国内債券以外はマ

イナスに転じ、円高ドル安が進んだことで外国債券・株式の足を更に引っ張る形とな

りました。 

 

 

 

 

 

 

4月～3月

2017年3月末 2017年10月末 騰落率 2018年3月末 騰落率 騰落率

国内債券 378.49 379.27 0.21% 381.91 0.70% 0.90%

国内株式 2,176.87 2,566.81 17.91% 2,522.26 -1.74% 15.87%

外国債券 427.83 461.58 7.89% 445.93 -3.39% 4.23%

外国株式 2,682.40 3,041.40 13.38% 2,909.49 -4.34% 8.47%

ドル円 111.43 113.63 1.97% 106.35 -6.41% -4.56%

ユーロ円 119.18 132.37 11.07% 130.79 -1.19% 9.74%

厚生年金基金（2017年4月～10月） 企業年金基金（11月～3月）
ベンチマーク
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 1 月末にかけ米利上げ観測が高まる中、良好な雇用統計や賃金上振れが明らかとな

り、ボラティリティ指数が急騰、株価調整につながりました。景気が良いのに株が下

がるのは不思議ですが、長らく超低金利に慣れ切っていた人々にとって金利が上がる

というのはある種のショックだったと思われます。その後も米中貿易問題の顕在化で

市場は冴えませんでした。 

 2018年度についても、夏場までは内外株式を中心に堅調な運用実績でしたが、米国

長期金利の急上昇を受け、10月に株式市場は大幅調整しました。その後、原油価格下

落、米追加利上げ決定、中国通信大手幹部逮捕等を受け、株式市場は 12月に更に下落

しました。年明けに FOMCが追加利上げ打ち止めとバランスシート縮小ペース鈍化を示

唆したことで市場は落ち着きを取り戻し、外国株式は回復したものの、国内株式の戻

りは鈍く年度通期でマイナスに止まりました。 

 決算ベース（2017 年 11 月～2019 年 3 月）では、国内債券+2.6%と国内株式▲6.7%

で単純に合計すると▲4.1%、外国債券▲1.0%と外国株式+5.4%で合計+4.4%となり、全

体ではほぼゼロ近辺というのが市場の状況でした。 

 

 

 

 

2018年3月末 2019年3月末 騰落率 2017年10月末 2019年3月末 騰落率

国内債券 381.91 389.14 1.89% 379.27 389.14 2.60%

国内株式 2,522.26 2,395.21 -5.04% 2,566.81 2,395.21 -6.69%

外国債券 445.93 456.92 2.46% 461.58 456.92 -1.01%

外国株式 2,909.49 3,204.50 10.14% 3,041.40 3,204.50 5.36%

ドル円 106.35 110.69 4.08% 113.63 110.69 -2.59%

ユーロ円 130.79 124.28 -4.98% 132.37 124.28 -6.11%

ベンチマーク
企業年金基金（2018年4月～2019年3月） 企業年金基金（2017年11月～2019年3月）
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 基金の運用実績は以下のとおりです。2017年度については、厚生年金基金と合わせ

た 1年間では＋７％の実績となっていますが、企業年金基金設立（11月 1日）からの

運用実績は、▲0.5%となっています。 

 

【2017年度 ： 厚生年金基金時代も含む 1年間】 

 

 

【2017年度 ： 企業年金基金発足時から翌年 3月まで】 

 

 

 2018年度の運用実績は＋0.5%とかろうじてプラスを確保しました。伝統資産部分は

＋2.37%と健闘しました（GPIF実績＋1.52%）が、オルタナティブで採用のファンドが

総じて振るいませんでした。 

【2018年度 ： 企業年金基金としての 1年間】 

 

 

 企業年金基金の今回決算ベース（2017年 11月～2019年 3月）では、運用実績▲0.1%、

▲7,000,000円の運用損失となり、ほぼゼロという結果でした。 

 

鹿児島県病院厚生年金基金＋企業年金基金 （4月～3月） 365

<2017年4月～2018年3月>
前期末時価総額
<2017年3月末>

(円)

全体構成比
(％)

代行構成比
(％)

時価総額 (円)
（2018年3月末）

全体構成比
(％)

代行構成比
(％)

修正簿価平残
(円)

総合収益
(円)

修正総合収
益率(％)

BM(％)

4,152,627,805 25.8% 32.6% 907,964,404 15.0% 24.4% 2,280,325,776 39,738,214 1.74% 0.90%

3,131,415,443 19.4% 24.6% 909,370,616 15.0% 24.4% 1,920,982,791 365,777,601 19.04% 15.87%

1,665,220,470 10.3% 13.1% 877,001,235 14.5% 23.6% 1,201,499,081 53,625,093 4.46% 4.23%

3,108,538,054 19.3% 24.4% 895,962,470 14.8% 24.1% 1,992,610,358 307,858,826 15.45% 8.47%

527,571,310 3.3% 4.1% 132,405,956 2.2% 3.6% 1,743,816,536 -383,073 -0.02% 0.00%

12,585,373,082 78.1% 98.7% 3,722,704,681 61.5% 100.0% 9,139,234,543 766,616,661 8.39%

160,277,900 1.0% 1.3% 0 0.0% 0.0% 0 0 0.00%

12,745,650,982 79.1% 100.0% 3,722,704,681 61.5% 100.0% 9,139,234,543 766,616,661 8.39%

3,361,029,811 20.9% 2,330,741,735 38.5% 2,739,235,465 86,528,638 3.16%

16,106,680,793 100.0% 6,053,446,416 100.0% 11,878,470,008 853,145,299 7.18%

資産



資産合計

合計加算マッチング目的

財投債代替小計

合計

伝統資産バランス運用小計

外国株式 外国株式小計

短期資産 短期資産小計

国内株式小計

外国債券 外国債券小計

代
行
マ

ッ
チ
ン
グ
目
的

国内債券 国内債券小計

国内株式

鹿児島県病院企業年金基金 （11月～3月）

<2017年11月～2018年3月>
前期末時価総額

<2017年10月末>
(円)

全体構成比
(％)

時価総額 (円)
（2018年3月末）

全体構成比
(％)

修正簿価平残
(円)

総合収益
(円)

修正総合収
益率(％)

ＢＭ

1,001,751,020 9.5% 907,964,404 15.0% 841,641,471 2,046,860 0.24% 0.70%

1,063,785,363 10.1% 909,370,616 15.0% 875,578,280 -12,327,060 -1.41% -1.74%

978,335,618 9.3% 877,001,235 14.5% 828,419,109 -22,520,347 -2.72% -3.39%

1,006,144,864 9.6% 895,962,470 14.8% 843,558,209 -6,004,152 -0.71% -4.34%

4,276,219,457 40.8% 132,405,956 2.2% 1,609,857,152 -8,473 0.00% 0.00%

8,326,236,322 79.3% 3,722,704,681 61.5% 4,999,054,221 -38,813,172 -0.78%

2,167,468,334 20.7% 2,330,741,735 38.5% 2,290,825,300 3,497,620 0.15%

10,493,704,656 100.0% 6,053,446,416 100.0% 7,289,879,521 -35,315,552 -0.48%

国内株式小計

資産合計

オルタナティブ 合計

合計

短期資産小計

外国株式小計

外国債券小計

バ

ラ

ン

ス

運

用

＋

特

化

資産



国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

短期資産

国内債券小計

鹿児島県病院企業年金基金

<2018年4月～2019年3月>【生保確定後】
前期末時価総額
<2018年3月末>

(円)

全体構成比
(％)

時価総額 (円)
（2019年3月末）

全体構成比
(％)

修正簿価平残
(円)

総合収益
(円)

修正総合収
益率(％)

ＢＭ

907,964,404 15.0% 621,253,279 10.2% 850,917,740 8,697,363 1.02% 1.89%

909,370,616 15.0% 883,921,052 14.6% 882,364,379 -30,267,153 -3.43% -5.04%

877,001,235 14.5% 623,363,495 10.3% 850,961,631 16,524,266 1.94% 2.46%

895,962,470 14.8% 890,017,425 14.7% 802,250,090 91,384,740 11.39% 10.14%

132,405,956 2.2% 140,155,540 2.3% 254,981,935 -86,509 -0.03% 0.00%

3,722,704,681 61.5% 3,158,710,791 52.0% 3,641,475,775 86,252,707 2.37%

2,330,741,735 38.5% 2,912,726,380 48.0% 2,403,467,235 -57,951,592 -2.41%

6,053,446,416 100.0% 6,071,437,171 100.0% 6,044,943,010 28,301,115 0.47%

資産

 内訳



合計

オルタナティブ

伝統資産
（リバランス運用
＋代替投資）

合計

資産合計

短期資産小計

外国株式小計

国内株式小計

外国債券小計

国内債券小計
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 4月からは新年度に入りましたが、5月連休最終日にトランプ大統領が中国への関税

率引き上げを発表したことから、株式市場は調整しました。6 月に回復したものの、

日本株だけは戻りの鈍い展開となっています。6 月 28・29 日の大阪サミット（G20）

で米中貿易協議決裂するケースや、イラン情勢が急転するケースに備え、6 月下旬に

内外株式のウエイトを一旦引き下げています。 

 

 当基金の 6月末時点の運用実績は＋0.62%、＋37.7百万円の収益となっています。 

 

イラン情勢は予断を許さないものの、米中貿易協議が継続となったことで、市場の

混乱は避けられたことを受け、7 月に入り外国株式については一部買戻しを行ってい

ますが、日本株については当面ポジションを落としたままで慎重な対応を取っていき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

鹿児島県病院企業年金基金

<2019年4月～2019年6月>

資産


前期末時価総額
<2019年3月末>

(円)

全体構成比
(％)

時価総額 (円)
（2019年6月末）

全体構成比
(％)

修正簿価平残
(円)

総合収益
(円)

修正総合収
益率(％)

ＢＭ

621,253,279 10.2% 743,626,572 11.9% 648,699,189 7,738,718 1.19% 0.91%

883,921,052 14.6% 526,636,821 8.5% 876,512,721 -34,134,669 -3.89% -2.35%

623,363,495 10.3% 691,944,445 11.1% 643,017,986 7,294,394 1.13% 0.73%

890,017,425 14.7% 788,465,448 12.7% 895,916,172 24,058,238 2.69% 1.70%

140,155,540 2.3% 583,009,602 9.4% 179,903,470 -14,201 -0.01% 0.00%

3,158,710,791 52.0% 3,333,682,888 53.5% 3,244,049,538 4,942,480 0.15%

2,912,726,380 48.0% 2,896,765,598 46.5% 2,865,481,007 32,695,248 1.14%

6,071,437,171 100.0% 6,230,448,486 100.0% 6,109,530,545 37,637,728 0.62%

オルタナティブ 合計

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

短期資産

国内債券小計

国内株式小計

外国債券小計

外国株式小計

短期資産小計

資産合計

合計

内訳



バ

ラ

ン

ス

運

用

＋

特

化
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報告第４号 キャッシュバランスプランの利率決定について       

 2019年 4月 1日～2020年 3月 31日まで適用する利率が決定されました。 

(1) 再評価率 ： 仮想個人勘定残高に付与する利息を計算する利率。 

(2) 指標利率 ： 年金額を算定する際に用いる利率。 

 

 

報告第５号 業務経理の余裕金の運用について             

 

 確定給付企業年金（基金型）の「業務経理における余裕金の運用」について、平成

25年 10月 28日年企発第 2号の改正通知が発出され、「運用方法」や「意思決定手続

き」等が明確化されておりますが、当基金においては、業務経理の余裕金を定期預金

で運用しておりますので、問題ないことをご報告いたします。 

改定後の再評価率・指標利率

① 期間10年の5年平均の率 ： （0.1%未満切り捨て）

② 期間10年の1年平均の率 ： （0.1%未満切り捨て）

③ ①と②のいずれか低い率 ：

④ 上限の率 ：

⑤ 下限の率 ：

⇒　

　

① 期間10年の5年平均の率 ： （0.1%未満切り捨て）

② 期間10年の1年平均の率 ： （0.1%未満切り捨て）

③ ①と②のいずれか低い率 ：

④ 上限の率 ：

⑤ 下限の率 ：

⇒　

　

0.0%

2

規約第48条
に定める
指標利率

国債（期間10年のもの）の前年12月以前5年平均の率（①）と
国債（期間10年のもの）の前年12月以前1年平均の率（②）の
いずれか低い率（③）となります。
ただし、4.0％を上回る場合は4.0％（④）、0.0％を下回る場合は0.0％（⑤）とします。

0.2%

0.0%

0.0%

4.0%

0.0%

0.0%

0.0%

No. 利率 算出方法

1

規約第44条
第2項に定める

再評価率

国債（期間10年のもの）の前年12月以前5年平均の率（①）と
国債（期間10年のもの）の前年12月以前1年平均の率（②）の
いずれか低い率（③）となります。
ただし、4.0％を上回る場合は4.0％（④）、0.0％を下回る場合は0.0％（⑤）とします。

0.2%

0.0%

0.0%

4.0%
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【鹿児島県病院企業年金基金 第 5 回 代議員会 2019 年 7 月 22 日 資料】 


